
別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１

公共用施設に係る整備、

維持補修又は維持運営等

措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業

安芸市下山地区用排水路整備

工事

安芸市 1,826,000 1,826,000 市総事業費 1,826,000

２

公共用施設に係る整備、

維持補修又は維持運営等

措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業

安芸市黒瀬地区用排水路整備

工事

安芸市 2,123,000 2,123,000 市総事業費 2,123,000



Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

１
公共用施設に係る整備、

維持補修又は維持運営等措置
令和６年度電源立地地域対策交付金事業 安芸市下山地区用排水路整備工事

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 安芸市

交付金事業実施場所 安芸市下山

交付金事業の概要

安芸市において、農業は中心的な産業ですが、農業従事者の高齢化や人口減少による農家戸数の減少などにより、耕作放

棄地が増加傾向にあります。

安芸市の農業を次世代に続くものにしていくため、担い手の確保や農家経営の安定化といった取り組みの強化が必要であ

ることから、安芸市総合計画（後期基本計画）2021において農道、水路など「生産基盤の充実」を政策の一つとして掲げて

います。

下山地区（減水地域）の当水路は、S45年に整備され地域の幹線水路として農業用水供給などの重要な役割を担っていま

す。本施工箇所は、コンクリート三面張水路であるが、老朽化による漏水等が至る箇所で発生し、隣接地の農地及び宅地へ

支障をきたしており、施設の維持管理に苦慮している現状です。

このため、本交付金を充当して用排水路の改修を行い、漏水などの農業被害の軽減を通じて、農業経営の安定化を図りま

す。

事業内容の詳細：漏水防止工L=15.0ｍ

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

安芸市総合計画（後期基本計画 令和3年～7年度）2021

基本計画【第3章】 地域資源の強みを活かした魅力あふれるいきいきとしたまちづくり

3-1農業（計画） （1）生産基盤の充実

土地改良事業を促進し、ほ場や農道、水路などの整備に努め、農業被害を軽減することに

より、農業経営の安定化や担い手の確保を図ります。

目標：豪雨時を除き、施工区間における隣接農地への漏水及び漏水に伴う維持管理作業の回数（6回/年）0

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

豪雨時を除き、施工区

間における隣接地への

漏水及び漏水に伴う維

持管理作業の回数

豪雨時を除き、施工区

間における隣接地への

漏水及び漏水に伴う維

持管理作業の回数

成果実績 回

目標値 回 ０

達成度 ％



（６回/年）０ （６回/年）０

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌々年度の早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

水路整備延長

活動実績 ｍ 30.0 25.0 15.0

活動見込 ｍ 30.0 25.0 15.0

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 2,431,000 2,101,000 1,826,000 総事業費 1,826,000

交付金充当額 1,991,000 2,101,000 1,826,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 1,991,000 2,101,000 1,826,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

用排水路整備工事 指名競争入札 有限会社 清岡土木 1,826,000

交付金事業の担当課室 安芸市農林課

交付金事業の評価課室 安芸市農林課



番号 措置名 交付金事業の名称

２
公共用施設に係る整備、

維持補修又は維持運営等措置
令和６年度電源立地地域対策交付金事業 安芸市黒瀬地区用排水路整備工事

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 安芸市

交付金事業実施場所 安芸市黒瀬

交付金事業の概要

伊尾木ダムより約8㎞下流に位置する黒瀬地区（減水地域）の当水路は、地域の幹線水路として農業用水供給（受益農地面

積4.5ha）の重要な役割を担っている。当水路は、平成18～19年度にかけて本事業により改修・整備した水路である。

河川の増水により既設暗渠（高密度ポリエチレン管φ400）に浮きが発生し下流域への用水供給が困難となっている。本地

区の農業者も高齢になりL=81m区間の暗渠の維持管理に苦慮しているため、水路改修に対する要望が地域から強くあがってい

る。

このため、水力発電施設による減水地域対策の当事業で用排水路の改修を行うこと及び広報誌等により住民に御周知する

ことで、水力発電施設への理解を高め、発電の用に供する施設の運転の円滑化に資するものである。

事業内容の詳細：水路工L=81.0ｍ

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

安芸市総合計画（後期基本計画 令和3年～7年度）2021

基本計画【第3章】 地域資源の強みを活かした魅力あふれるいきいきとしたまちづくり

3-1農業（計画） （1）生産基盤の充実

土地改良事業を促進し、ほ場や農道、水路などの整備に努め、農業被害を軽減することに

より、農業経営の安定化や担い手の確保を図ります。

目標：施工区間近辺における隣接農地からの越水及び越水に伴う維持管理作業の回数（6回/年）0

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

施工区間における隣接

地からの越水及び越水

に伴う維持管理作業の

回数（６回/年）０

施工区間における隣接

地からの越水及び越水

に伴う維持管理作業の

回数（６回/年）０

成果実績 回

目標値 回 ０

達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌々年度の早期に評価を実施。



交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

水路整備延長

活動実績 ｍ 100.0 70.0 81.0

活動見込 ｍ 100.0 70.0 81.0

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 2,222,000 1,980,000 2,123,000 総事業費 2,123,000

交付金充当額 2,222,000 1,980,000 2,123,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 2,222,000 1,980,000 2,123,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

用排水路整備工事 指名競争入札 伊とう工業 2,123,000

交付金事業の担当課室 安芸市農林課

交付金事業の評価課室 安芸市農林課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度） （単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１

公共用施設に係る

整備、維持補修又は

維持運営等措置

令和６年度電源立地地域対策交

付金事業

高知市土佐山地区防犯灯ＬＥＤ

化事業

高知市 1,425,600 1,425,600 市総事業費 1,425,600

番号 措置名 交付金事業の名称

１
公共用施設に係る整備、維持補修又は維

持運営等措置
令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 高知市土佐山地区防犯灯LED化事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 高知市

交付金事業実施場所 高知市土佐山地区

交付金事業の概要

防犯灯が老朽化し，頻繁な電球交換や修繕が必要となっており，夜間の交通環境の安全性や利便性が損なわれていることか

ら，防犯灯のＬＥＤ化を実施します。

防犯灯ＬＥＤ化

灯具本体取替，照明器具処分 120箇所

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

2011高知市総合計画 後期基本計画 第二次実施計画（2024～2026年度）

政策12 便利で快適に暮らせるまち

施策41 安全で円滑な交通体系の整備

◆道路構造物の適切な維持管理

＜施策の目的＞

利便性の高い快適な交通環境の実現に向けて，広域交通ネットワークの強化と都市内交通の円滑化に取り組むとと

もに，市民の日常生活における移動手段を維持・確保するため，公共交通の利用を促進しながら，地域の実情に応じ

た公共交通体系の構築をめざします。

目標：土佐山地区防犯灯ＬＥＤ化率100％

※直近値：45.5％（令和５年度末）



事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

土佐山地区防犯灯ＬＥ

Ｄ化率100％

防犯灯のLED化率

（LED 化済防犯灯数÷

防犯灯総数×100）

成果実績 % 100

目標値 % 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため，事業実施年度に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

市管理の土佐山地区防犯灯をすべてLED化できたことで、地域住民の夜間の交通環境の安全性や利便性が確保され、生活利

便性が向上した。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和６年度

防犯灯のLED工事実施基数

活動実績 基 120

活動見込 基 120

達成度 ％ 100

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備考

総事業費 1,425,600 総事業費 1,425,600

交付金充当額 1,425,600

うち文部科学省分 0

うち経済産業省分 1,425,600

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

防犯灯LED化 指名競争入札 株式会社三共電器 1,425,600

交付金事業の担当課室 高知市農林水産部土佐山地域振興課

交付金事業の評価課室 高知市農林水産部土佐山地域振興課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対

策交付金事業 高知市ユズ産

地化対策事業

高知市 1,302,000 1,302,000
市総事業費

1,435,840

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 高知市ユズ産地化対策事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 高知市

交付金事業実施場所 高知市土佐山地区・鏡地区 他

交付金事業の概要

ゆず専門営農指導員１名の人件費７ヵ月分（８月～２月）

中山間地域におけるゆずの生産の拡大に向け，生産者等にゆずの生産に関する指導等を行うゆず専門営農指導員を雇用しま

す。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

2011高知市総合計画 後期基本計画 第二次実施計画（2024～2026年度）

政策10 地域の豊かな資源を活かし，活力ある産業が発展するまち

施策33 大地の恵みを活かした農業の振興

◆競争力のある産地づくり

＜施策の目的＞

地域資源を最大限に活かし，各地域で営まれている農業活動を良好なものとするため，農業基盤の整備等や担い

手の確保に努めるなど，競争力のある産地づくりをめざします。

また，地域特性を活かした農業の展開，環境と共生した農業振興による，自然・人・まちの共生社会を支える持

続可能な農業をめざします。

目標：農産物の販売額増

※2011高知市総合計画 後期基本計画 第二次実施計画（2024～2026年度）における中間目標値

ＪＡ高知市，ＪＡ高知県春野営農経済センターにおける農産物の販売額 令和７年度 8,040百万円

※直近値：7,101百万円（令和４年度）



事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

農産物の販売額増

ＪＡ高知市，ＪＡ高知県

春野営農経済センターに

おける農産物の販売額

成果実績 円

目標値 円 8,040百万

達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため，事業実施翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和６年度

ゆず専門営農指導員の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 ７

活動見込 人月 ７

達成度 ％ 100

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備考

総事業費 1,435,840円 市総事業費 1,435,840円

交付金充当額 1,302,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 1,302,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

ゆず専門営農指導員人件費 雇用 ゆず専門営農指導員１名 1,435,840円

交付金事業の担当課室 高知市農林水産部土佐山地域振興課

交付金事業の評価課室 高知市農林水産部土佐山地域振興課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対

策交付金事業 高知市地域森

林整備促進事業

高知市 1,250,000 1,250,000
市総事業費

1,270,080

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 高知市地域森林整備促進事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 高知市

交付金事業実施場所 高知市

交付金事業の概要
地域林政アドバイザー１名の人件費７ヵ月分（８月～２月）

地域森林整備を促進するため，森林経営等の専門知識を有する地域林政アドバイザーを雇用します。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

2011高知市総合計画 後期基本計画 第二次実施計画（2024～2026年度）

政策１ 豊かな自然に親しみ，自然と共生するまち

施策１ 豊かな自然を育む緑と水辺の保全

◆緑の保全

＜施策の目的＞

誰もが生態系を理解し，それらを育む緑と水のつながりが生まれるように，保全・再生・維持管理に継続して取

り組むことで豊かな自然を守り育てる

目標：森林経営管理制度に基づく意向調査を150ha実施する

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

森林経営管理制度に

基づく意向調査を

150ha実施する

森林経営管理制度に基づ

く意向調査の実施面積

成果実績 ha 184.99

目標値 ha 150

達成度 ％ 123

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため，事業実施翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和６年度

地域林政アドバイザーの雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 ７

活動見込 人月 ７

達成度 ％ 100

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備考

総事業費 1,270,080円 市総事業費 1,270,080円

交付金充当額 1,250,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 1,250,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

地域林政アドバイザー人件費 雇用 地域林政アドバイザー１名 1,270,080円

交付金事業の担当課室 高知市農林水産部鏡地域振興課

交付金事業の評価課室 高知市農林水産部鏡地域振興課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度） （単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１

公共用施設に係る

整備、維持補修又は

維持運営等措置

令和６年度

電源立地地域対策交付金事業

大川村農道下小南川上奈路線

舗装工事

大川村 4,445,000 4,445,000 村総事業費 5,126,000

番号 措置名 交付金事業の名称

１
公共用施設に係る整備、維持補修又は維

持運営等措置
令和６年度電源立地地域対策交付金事業大川村農道下小南川上奈路線舗装工事

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 大川村

交付金事業実施場所 大川村下小南川

交付金事業の概要

農道下小南川上奈路線は、農産物の出荷用道路として重要な役割を持つ産業道である。しかしながら、冬期の凍害等により

舗装面の亀裂や陥没の傷みが顕著で通行に支障をきたしており、路面の補修が最優先事項として要望されていることから、本

交付金を充当して舗装工事を実施し、農道としての安全・安心な交通網の確保と農林業の振興を図った。

コンクリート舗装（延長：63.3m、幅員：2.5～5.7m、面積：216m2、舗装厚：12cm）

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

大川村振興計画 基本計画（令和５年度～令和14年度）
基本目標１ 暮らしやすい村づくり
1快適な交通と通信網の整備、
施策①村内道路網の整備
基本計画【前期】②村道・農道・林道の改良及び維持・既設道路の改良を積極的に促進する。
・効率的な農林産物等の搬出に向けて老朽化した既設道路を安全に利用できるための農道改良を行い、
農林業従事者の所得向上に寄与する。

目標：舗装区間での一部修繕作業に伴う通行制限回数（10回/年）を０回にする。

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

舗装区間での一部修繕
作業に伴う通行制限回
数（10回／年）を0回
にする

舗装区間での一部修繕
作業に伴う通行制限回
数

成果実績 回

目標値 回 0

達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌々年度の早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

舗装延長

活動実績 ｍ 173.0 150.0 63.3

活動見込 ｍ 173.0 150.0 63.3

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 5,357,000 5,236,000 5,126,000 総事業費 5,126,000

交付金充当額 4,417,000 4,400,000 4,445,000

うち文部科学省分 0 0 0

うち経済産業省分 4,417,000 4,400,000 4,445,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

舗装工事 指名競争入札 有限会社山中建設 5,126,000円

交付金事業の担当課室 大川村むらづくり推進課

交付金事業の評価課室 大川村むらづくり推進課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１

公共用施設に係る整

備、維持補修又は維持

運営等措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業 梼原町町道中平

松原線舗装工事

梼原町 4,808,000 4,808,000 町総事業費 4,994,000

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 令和６年度電源立地地域対策交付金事業 梼原町町道中平松原線舗装工事

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 梼原町

交付金事業実施場所 梼原町中平

交付金事業の概要

第7次梼原町総合振興計画において具体的施策の柱である6つの社会づくりの1つにある、「梼原ならではの保険・医療・福祉・介護が充実した社会」

では、険しい山間地である本町にとって道路はまさに「命の道」であり、住民の安全、安心な暮らしの実現や交流人口の拡大にも大きな影響を与え

ることから、国道・県道・町道を中心に道路整備促進を重要視している。本路線を生活道としている世帯があるなかで、経年劣化や豪雨等の影響に

よりポットホールや路面沈下等が発生し通行に支障をきたすことが多く、それは年5回程度の回数に及ぶ。本事業を活用して地域住民の安全な通行は

もちろん、維持管理回数の減少を図るとともに生活の向上と安定した生活水準を確保することを図る。

総延長 L=100m、・幅員 W=2.45～14.5m、・アスファルト舗装工 A=511㎡（t=4㎝）・区画線工 L=110ｍ

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

第7次梼原町総合振興計画（令和2年度～令和11年度）

2 基本構想

（3）取り組み方針

「梼原ならではの保健・医療・福祉・介護が充実した社会」

①険しい山間地である本町にとって道路はまさに「命の道」であり、住民の安全、安心な暮らしの実現や交流人口の拡大にも大きな

影響を与えることから、国道439号をはじめとする国道・県道・町道を中心に未整備箇所の整備促進を図ります。

目標：舗装区間の維持修繕回数（5回／年）を0にする。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

舗装区間の維持修繕回

数（5回／年）を0にす

る。

舗装区間での維持修繕

作業に伴う通行制限回

数。

成果実績 回

目標値 回 0

達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌々年度の早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

住民の生活道となっている町道中平松原線全長1,760mについて8か年計画で整備していくこととし、本交付

金を活用して舗装工事100mを実施したことにより、全長1,760mのうち約10％の180mの舗装が完了し、路面状態が改

善されたことで、通行の安全性や利便性が向上するとともに、維持管理等の軽減に繋がった。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和６年度

舗装延長

活動実績 ｍ 100

活動見込 ｍ 100

達成度 ％ 100

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備考

総事業費 4,994,000 町総事業費4,994,000

交付金充当額 4,808,000

うち文部科学省分 0

うち経済産業省分 4,808,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

舗装工事 意向確認型指名入札 日本道路株式会社高知営業所 4,994,000

交付金事業の担当課室 梼原町環境整備課建設係

交付金事業の評価課室 梼原町環境整備課建設係



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度） （単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

1

公共用施設に係る整備、維

持補修又は維持運営等措置

令和６年度 電源立地地域対

策交付金事業 北川村村道西

谷線舗装工事

北川村 14,427,000 14,427,000 村総事業費 16,830,000

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営

等措置
令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 北川村村道西谷線舗装工事

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 北川村

交付金事業実施場所 高知県安芸郡北川村大字西谷

交付金事業の概要

当路線は生活道として、また、ゆずの搬出道としての役割を担っておりますが、舗装面の経年劣化に加え、大型車両の通

行によるわだちが発生したり、土砂流出による路面の損傷などが進んでおり、維持修繕作業に伴う通行制限や青果出荷を行

うゆずの振動による品質劣化などに支障をきたしています。この解消のため舗装工事を行います。

村道西谷線舗装工事 アスファルト舗装L=450.0m A=1,830.0m2 セメント安定処理A=1,820.0m2 区画線L=900.0m

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関する主要政策・施策

「北川村まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和３年度～令和６年度）

基本目標１ ゆずを柱とした地産外商により、村で生活できる収入を確保する

《基本的方向》 ①ゆず王国の復活を目指す（第5次ゆず振興ビジョン）

（イ）産地の活性化に向けた対策

④園地流動化の推進 （具体的な事業） 条件不利地の解消に向けた基盤整備等

通行の安全・安心と傷のない品質の高いゆずの生産基盤を確保し、「村で生活できる収入の確保」につなげる

目標：舗装区間での一部修繕作業に伴う通行制限回数（10回/年）を0回にする。

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

目標：舗装区間での一
部修繕作業に伴う通行
制限回数（10回/年）
を0回にする。

舗装区間での一部修繕
作業に伴う通行制限回
数

成果実績 回

目標値 回 0

達成度 ％



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を行うため、事業実施翌々年度の早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

舗装延長

活動実績 ｍ 500 480 450

活動見込 ｍ 500 480 450

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 16,720,000 16,170,000 16,830,000 総事業費 16,830,000

交付金充当額 14,499,000 14,376,000 14,427,000

うち文部科学省分

うち経済産業省分 14,499,000 14,376,000 14,427,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

舗装工事 指名競争入札 幡西道路建設株式会社東部営業所 16,830,000

交付金事業の担当課室 北川村総務課

交付金事業の評価課室 北川村総務課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業 北川村保育所運

営事業

北川村 9,000,000 9,000,000 村総事業費 10,430,900

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度電源立地地域対策交付金事業 北川村保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 北川村

交付金事業実施場所 安芸郡北川村大字野友甲 北川村立みどり保育所

交付金事業の概要

保育士４名、調理師１名の人件費・７ヶ月分（８月～２月）

保育所の事業運営の維持・充実による地域住民の福祉向上を図るため、保育所の保育士及び調理師の人件費に交付金を

充当します。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

北川村まち・ひと・しごと創生総合戦略(令和２年度～令和６年度)

基本目標２ 新しい人の流れをつくる

（ア）移住の促進

③安心して定住するための取り組み

（具体的な事業） みどり保育所運営の充実

目標：待機児童ゼロ (入所を希望する児童の保育所受入率※100%)

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の保

育所受入率：保育所受入

児童数÷保育所入所希望

児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金を活用して村立みどり保育所の運営に必要な保育士４名と調理師１名を確保し、村が行う、就労している家庭への

子育て支援として、待機児童０への取組、延長保育、０歳児保育、土曜日半日保育、園庭開放事業、障害児への保育士の加

配、アレルギー児に対応した給食の提供など、子育てに必要な様々なサービスを実施することが出来ました。

財政状況が厳しく財源の確保が困難ななか、今後も子育て支援策を充実させるために可能な限り本事業を活用し、住民福

祉の向上と少子化対策を推進していきたいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士・調理師の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 35 35 35

活動見込 人月 35 35 35

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 9,464,000円 9,919,100円 10,430,900円 村総事業費10,430,900円

交付金充当額 9,000,000円 9,000,000円 9,000,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 9,000,000円 9,000,000円 9,000,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士、調理師人件費 雇用 保育士４名、調理師１名 10,430,900円

交付金事業の担当課室 北川村総務課

交付金事業の評価課室 北川村総務課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度） （単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業 馬路村診療所運

営事業

馬路村 4,400,000 4,400,000 村総事業費 5,251,200

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度電源立地地域対策交付金事業 馬路村診療所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 馬路村

交付金事業実施場所 安芸郡馬路村大字馬路 馬路診療所ほか１件

交付金事業の概要
馬路村診療所の看護師・事務職員人件費４名（５ヶ月分３名、２か月分１名）。

馬路村では馬路村過疎地域自立促進計画に基づき、地域医療サービスの維持に努めています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：馬路村過疎地域持続的発展計画（令和３年度～令和７年度）

目標：診療日数の確保 診療率※100％

※事業年度における診療日数実績÷事業年度当初における診療予定日数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

診療日数の確保 診療

率100％

事業年度における診療

日数実績÷事業年度当

初における診療予定日

数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して、看護師３名、事務職員１名を雇用することにより、馬路地区153日、魚梁瀬地区51日の診療日数が

確保され、馬路村の基本的な社会基盤を維持することができました。

こうした観点から、馬路村としては、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、当該

交付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。



評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度

看護師・事務職員の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 15 16 17

活動見込 人月 15 16 17

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和4年度 令和5年度 令和6年度 備考

総事業費 4,895,000円 5,441,100円 5,251,200円 村総事業費 5,251,200円

交付金充当額 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

看護師・医療事務職員人件費 雇用 看護師3名・事務職員1名 5,251,200円

交付金事業の担当課室 馬路村健康福祉課

交付金事業の評価課室 馬路村健康福祉課



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対

策交付金事業 宿毛市保育所

運営事業

宿毛市 4,400,000 4,400,000

市総事業費

6,542,707

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 宿毛市保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宿毛市

交付金事業実施場所 宿毛市希望ヶ丘 きぼうが丘保育園 ほか２件

交付金事業の概要
宿毛市内保育所人件費 臨時保育士（補助員）５人・７ヶ月分

保育所の事業運営の維持・充実による地域住民の福祉向上を図るため、保育所の臨時保育士の人件費に交付金を充当します。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

宿毛市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標３ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる。女性の活躍の場を拡大する

施策② 子育てにやさしいまちづくりの推進

・子育てをしながら働き続けられるよう保育サービスを充実する

目標：待機児童ゼロ(入所を希望する児童の保育所受入率※100%)

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の保

育所受入率：保育所受入

児童数÷保育所入所希望

児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用し、きぼうが丘・平田・二ノ宮保育園運営に必要な臨時保育士（補助員）５名を確保することができ、子ど

もたちに発育形成の場を提供し保護者が安心して子育てできる環境を整備することができ、待機児童ゼロを維持することがで

きました。

こうした観点から、保育所の運営が充実し、市の地域福祉の向上や少子化対策を図ることができました。また、当該交付金

事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 35 35 35

活動見込 人月 35 35 35

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 5,233,204円 5,560,590円 6,542,707円 市総事業費 6,542,707円

交付金充当額 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

臨時保育士人件費 雇用 臨時保育士（補助員）５人 6,542,707円

交付金事業の担当課室 宿毛市総務課

交付金事業の評価課室 宿毛市総務課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度） （単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度電源立地地域対策

交付金事業 いの町保育所及

び認定こども園運営事業

いの町 22,645,000 22,645,000 町総事業費 25,081,200

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度電源立地地域対策交付金事業 いの町保育所及び認定こども園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 いの町

交付金事業実施場所 いの町駅南町 天神保育園ほか３件

交付金事業の概要

保育所及び認定こども園運営（保育士11名及び保育教諭２名の６か月分並びに保育教諭１名の５か月分の人件費に充てるも

の）「いの町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、安心して子育てができる環境づくりのため、就学前教育や保育環

境の充実に努める。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

「いの町まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和４年度改訂版）」

基本目標３. 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、女性の活躍の場を拡大する

（１）誰もが希望の時期に子どもを産み育てやすい環境づくりの推進

（２）女性の活躍の場を拡大する

延長保育や土曜保育、乳児保育など多様なニーズに対応した保育サービスを実施し、働きながら安心して子育てができる環

境づくりを推進する。

目標：待機児童数ゼロ（入所・入園を希望する児童の保育所受入率100％）

保育所及び認定こども園受入児童数÷入所・入園希望児童数×100

待機児童を発生させないため、入所及び入園見込児童数を予測し、保育士の人員配置を整備している。

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童数ゼロ

入所・入園を希望する

児童の保育所受入率：

保育所及び認定こども

園受入児童数÷入所・

入園希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施する。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して保育士１１名及び保育教諭３名を雇用することにより、延長保育、土曜保育、天神保育園・神谷保育園・

認定こども園ごほくにおける０歳児（６ヶ月から）の受け入れを実施し、働きながら子育てをしている家庭の多様なニーズに

対応したサービスの提供が可能となり、安心して子育てができる保育環境の充実や、女性活躍の機会を拡大させることができ

ました。

成果実績は１００％となり、目標値を達成することができた。当町としては、人口減少や人手不足といった課題を克服し、

入園のニーズにしっかりと応えていくために当該交付金事業は重要な事業であり、今後も事業の継続を希望する。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士・保育教諭の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 96 94 83

活動見込 人月 96 102 90

達成度 ％ 100 92 92

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 25,543,800 27,588,000 25,081,200 町総事業費 25,081,200

交付金充当額 22,546,000 22,515,000 22,645,000

うち文部科学省分 0 0 0

うち経済産業省分 22,546,000 22,515,000 22,645,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士・保育教諭人件費 雇用契約 保育士11名、保育教諭３名 25,081,200

交付金事業の担当課室 いの町総務課

交付金事業の評価課室 いの町総務課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１

地域活性化措置 令和６年度電源立地地域対策

交付金事業 仁淀川町国民健

康保険診療所運営事業

仁淀川町 12,432,000円 12,432,000円
町総事業費

13,380,600

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度電源立地地域対策交付金事業 仁淀川町国民健康保険診療所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 仁淀川町

交付金事業実施場所 吾川郡仁淀川町大崎 仁淀川町国民健康保険大崎診療所

交付金事業の概要

仁淀川町国民健康保険大崎診療所の医師・看護師等人件費（診療所１箇所・医師１名、看護師３名、歯科医師１名、歯科技工

士１名）６カ月分。

仁淀川町では、まちづくり計画及び過疎地域自立促進計画に基づき、地域医療サービスの維持に努めています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

仁淀川町まちづくり計画（令和３年３月変更）

主要施策 （３）地域ぐるみの健康づくり （Ｃ）地域医療制度の充実

「地域における医療ニーズに対応した適切な医療サービスが提供できるよう医療・救急体制の充実を図る。」

仁淀川町過疎地域持続的発展計画（令和３年度～令和７年度）

基本目標 ８．医療の確保（診療所運営確保事業）

「過疎化が進み運営が困難となっている大崎診療所を維持し、令和４年度から公営化した仁淀診療所と共に地域医療の

確保を図る。」

目標：診療日数の確保 診療率※100％

※事業年度における診療日数実績÷事業年度当初における診療予定日数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

診療日数の確保 診療

率100％

事業年度における診療

日数実績÷事業年度当

初における診療予定日

数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して、医師１名、看護師３名、歯科医師１名、歯科技工士１名を雇用することにより、週５日の診療日数が

確保され、仁淀川町の基本的な社会基盤を維持することができました。

こうした観点から、仁淀川町としては人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで当該交

付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

医師・看護師の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 36 40 36

活動見込 人月 36 40 36

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 13,526,400円 14,623,500円 13,380,600円 町総事業費 13,380,600円

交付金充当額 12,499,000円 12,433,000円 12,432,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 12,499,000円 12,433,000円 12,432,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

医師・看護師等人件費 雇用
医師１名、看護師３名、歯科医師１名、

歯科技工士１名
13,380,600円

交付金事業の担当課室 仁淀川町企画振興課

交付金事業の評価課室 仁淀川町企画振興課



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和５年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度

電源立地地域対策交付金事業

越知町認定こども園運営事業

越知町 4,400,000 4,400,000
町総事業費

5,174,800

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 越知町認定こども園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 越知町

交付金事業実施場所 高知県高岡郡越知町越知甲 認定こども園おちの子

交付金事業の概要

越知町内の保育士人件費（保育所１箇所・保育士４名）４か月分。

越知町では、『越知町まち・ひと・しごと創世総合戦略』に基づき、安心して子育てができる環境の充実に向け、就学前教育

・保育環境の充実に努めています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

『越知町まち・ひと・しごと創生総合戦略』（令和２年度～令和６年度）

【基本目標３】若い世代・子育て世帯の希望をかなえ、住みたい・住み続けたいまちづくり

・多様な子育てニーズ等に対し、柔軟な教育、保育機能を有する環境整備を検討します。

・働く女性のニーズに対応した保育サービスや放課後の学びの場の充実等、すべての保護者が働きながら

安心して子育てができる環境づくりを推進します。

具体的な施策：多様な子育てニーズ等に対する保幼連携の推進

子育て支援センターの活用

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所こども園受入率※100％）

※こども園受入児童数÷こども園入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由



交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ
入所を希望する児童の保育所受入率：

保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

幼保連携型認定こども園として開園し、園運営の形態がかわっても大きな混乱もなく、安定した園運営を行うことができま

した。

今年度は職員の教育・保育の質を高められるよう、国公立幼稚園・こども園会等の研修に多く参加でき、昨年に引き続き園

内研修も行うことができました。

今後も、時代を担う乳幼児に良質な教育・保育を提供し、働きながら子育てをしている家庭の多様なニーズに応じたサービ

スの提供を可能とするため、待機児童を発生させることなく、安心して子育てができる環境を充実できるよう、事業を継続し

たいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 16 16 16

活動見込 人月 16 16 16

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 5,971,200円 5,920,400円 5,174,800円 町総事業費 5,174,800円

交付金充当額 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士４名 5,174,800円

交付金事業の担当課室 越知町教育委員会

交付金事業の評価課室 越知町教育委員会



別紙

Ⅰ. 事業評価総括表（令和６年度）

（単位： 円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した経費
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対

策交付金事業 四万十町認定

こども園運営事業

四万十町 6,600,000 6,600,000
町総事業費

7,478,000

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 四万十町認定こども園運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 四万十町

交付金事業実施場所 四万十町大正 認定こども園たのの

交付金事業の概要
四万十町内保育所の保育士等人件費（1保育所・保育士5名・調理員1名）4か月分。保育所の事業運営の維持、充実による地域

住民の福祉向上を図るため、保育所の保育士及び調理員の人件費に交付金を充当します。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

第2次総合振興計画（平成29年度～令和８年度）

施策目標（7）子どもを産み育てる環境の充実

・結婚・妊娠・出産・子育て・仕事と子育ての両立、子育て環境や定住対策など、それぞれの段階に応じた切れ目のない対策

を強化し、安心して住み続けられる地域づくりを推進することにより、子どもを産み育てやすいまちを目指します。

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率×100％）

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の

保育所受入率：保育所

受入児童数÷保育所入

所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して、保育士5名・調理員1名を雇用することにより早朝保育や居残り保育といった働きながら子育てをするご

家族の多様なニーズに応じたサービスの提供が可能となり、安心して子育てができる環境を充実させることができました。

また、地域の催しや福祉施設での交流イベントなどへ児童を参加させる取り組みも可能となり、教育面におけるサービスの充

実も図ることができました。

こうした観点から、四万十町としては、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、当該

交付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士・調理員の雇用量

（雇用人数（人）× 雇用期間（月))

活動実績 人月 35 35 24

活動見込 人月 35 35 28

達成度 ％ 100 100 85

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 10,212,100円 10,225,000円 7,478,000円 町総事業費7,478,000円

交付金充当額 6,898,000円 6,612,000円 6,600,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 6,898,000円 6,612,000円 6,600,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士・調理員人件費 雇用 保育士5名・調理員1名 7,478,000円

交付金事業の担当課室 四万十町 企画課

交付金事業の評価課室 四万十町 教育委員会 生涯学習課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置
令和６年度 電源立地地域対策交付金

事業 本山町保育所運営事業
本山町 4,400,000 4,400,000

町総事業費

5,426,000

番号 措置名 交付金事業の名称

２ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 本山町保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 本山町

交付金事業実施場所 長岡郡本山町本山 本山保育所

交付金事業の概要
本山保育所の保育士人件費４名・５ヶ月分

本山町では本山町振興計画に基づき、子育て支援充実のために保育サービスの充実に努めています。

交付金事業に関係する都道府県又

は市町村の主要政策・施策とその

目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

本山町振興計画(令和２年度～令和１１年度)

基本目標

３．明るく希望のあるまちづくり

（３）保育と子育て支援

乳幼児の保護者が子育てしやすい環境を推進するため、子育てを支援できる体制づくりと相談活動を推進する。

目標：待機児童ゼロ(入所を希望する児童の保育所受入率※100%)

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の保育所

受入率：保育所受入児童数÷

保育所入所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等



本交付金を活用して、保育士４名を雇用することにより早朝保育や居残り保育といった働きながら子育てをされているご

家庭の多様なニーズに応じたサービスの提供が可能となり、安心して子育てができる環境を充実させることができました。

こうした観点から、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、当該交付金事業には

十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 20 20 20

活動見込 人月 20 20 20

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 6,365,800円 4,988,000円 5,426,000円 町総事業費 5,426,000円

交付金充当額 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士４名 5,426,000円

交付金事業の担当課室 本山町政策企画課

交付金事業の評価課室 本山町政策企画課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対策

交付金事業 土佐町保育所運営

事業

土佐町 6,267,000 6,267,000
町総事業費

8,799,000

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 土佐町保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 土佐町

交付金事業実施場所 土佐郡土佐町田井 みつば保育園

交付金事業の概要

保育園運営職員人件費 保育士６名・５か月分

土佐町では第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、子育て支援の充実のために電源立地地域対策交付金を活用し

ています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する都道府県または市町村の主要政策・施策

・第２期土佐町子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

第５章 事業計画

３．各年度における教育・保育の量の見込み及び確保方策

（４）教育・保育の量の見込み及び確保方策

就学前児童数の推移、ニーズ調査から算出した教育・保育の利用意向や就労希望等により、保育必要性の認定区

分、年齢区分に応じた計画期間における各年度の量の見込みを定め、提供体制の整備を図ります。

また、障害児、外国につながる幼児等特別な支援が必要な子どもが教育・保育を利用する際には、必要に応じて関

係課等との連携を図ることや、使用可能な言語に配慮した案内を行うことなど、それぞれの事情に応じた丁寧な支援

に取り組みます。

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率※100％）

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果 成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度



目標及び成果実績

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の

保育所受入率：保育所

受入児童数÷保育所入

所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、保育士人件費（６名・５ヶ月分）を確保することができました。全国的に少子高齢化が進む中、

土佐町においても、少子化対策及び子どもたちを取り巻く環境をよりよく整えることは町の重要課題のひとつとなっていま

す。そのため、雇用の拡充にも力を入れていますが、例年、厳しい状況が続いています。一方で、核家族化や女性の社会進

出が進み共働きの家庭が増加してきていることもあって、児童を取り巻く社会環境は一層変化してきております。このよう

な状況の中、次代を担う子どもの健全育成のために保育所運営は重要な役割を果たしています。

今年度においても、就労している家庭への子育て支援として、０歳児保育、土曜日１日保育、園庭開放事業など保育サー

ビスの維持によって待機児童を解消し、扶養者が安心して働ける地域づくりをすすめることができました。

こうした観点から、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、当該交付金事業に

は十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人・月 25 30 30

活動見込 人・月 25 30 30

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 7,313,000円 8,013,500円 8,799,000円 町総事業費 8,799,000円

交付金充当額 6,168,000円 6,217,000円 6,267,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 6,168,000円 6,217,000円 6,267,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士６名 8,799,000円

交付金事業の担当課室 土佐町企画推進課

交付金事業の評価課室 土佐町企画推進課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置
令和６年度 電源立地地域対策交付金事業

黒潮町保育所運営事業
黒潮町 4,400,000 4,400,000

町総事業費

5,280,400

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 黒潮町保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 黒潮町

交付金事業実施場所 幡多郡黒潮町伊与喜 佐賀保育所

交付金事業の概要

黒潮町内の保育士人件費（保育所１箇所・保育士4名）４ヶ月分。

黒潮町では「黒潮町総合戦略」に基づき安心して子育てができる環境の充実に向け、就学前教育・保育環境の充実に努め

ています。

交付金事業に関係する都

道府県又は市町村の主要

政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

黒潮町総合戦略（平成30年度～令和６年度）

基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望を叶える

具体的な施策 妊娠から子育てまで切れ目のない支援

③子育て支援策の充実

出産から子育て、仕事との両立支援まで、切れ目のない支援を提供することで、各子育て世帯の希望する子育

てを実現できるようサポートを行う。

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率※100％）

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童 ゼロ

入所を希望する児童の保

育所受入率：保育所受入

児童数÷保育所入所希望

児童数×100

成果実績 ％ 100

目 標 値 ％ 100

達 成 度 ％ 100



評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して、保育士４名を雇用することにより家庭支援や一時預かりの職員配置、18時30分までの延長保育な

ど子育て世代の多種多様なニーズに対応した保育サービスを提供することが可能となり、安心して子育てができる環境を

充実させることができました。

こうした観点から、黒潮町としては、人口減少や地域経済の縮小といった課題を克服し、地域の活性化を図るうえで、

当該交付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 16 16 16
活動見込 人月 16 16 16

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 4,851,200円 5,027,600円 5,280,400円 町総事業費 5,280,400円

交付金充当額 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 4,400,000円 4,400,000円 4,400,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士 ４名 5,280,400円

交付金事業の担当課室 黒潮町 環境政策室

交付金事業の評価課室 黒潮町 環境政策室



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対策

交付金事業 香美市保育所運営

事業

香美市 22,318,000 22,318,000
市総事業費

29,299,100

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 香美市保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 香美市

交付金事業実施場所 香美市物部町大栃 大栃保育園 ほか５件

交付金事業の概要

香美市内の保育士人件費 （保育所６箇所・保育士52名）２ヶ月分

香美市では香美市こども・子育て支援事業計画に基づき安心して子育てができる環境の充実に向け、就学前教育・保育環境

の充実に努めています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関する主要政策・施策

第2期 香美市子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）

基本理念：ともに支え合い子どもの笑顔あふれる香美市

基本目標（具体的な施策）：子どもの教育・保育の充実・質の高い教育や保育を多様なニーズを踏まえながら総合的に提供

します。

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率※×100%）

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の

保育所受入率：保育所

受入児童数÷保育所入

所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施



交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用して、保育士52名を雇用することにより、早朝保育や居残り保育といった事業を行い、子育てしながら働く

環境を整え、保護者のニーズにそった保育サービスの提供が可能となり、安心して子どもを預けることができる環境を充実

させることができました。

また、家庭支援に関する取り組みや障害児に対する保育士の加配を行え、保育環境を充実させることができました。

こうした観点から、人口減少や地域経済の縮小といった課題に取り組み、地域の活性化を図る上で当該交付金は十分に活

用されており、今後も事業を継続したいと考えています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 120 123 102

活動見込 人月 120 123 102

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 29,470,200円 30,750,000円 29,299,100円 市総事業費29,299,100円

交付金充当額 22,292,000円 22,081,000円 22,318,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 22,292,000円 22,081,000円 22,318,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士52名 29,299,100円

交付金事業の担当課室 香美市教育振興課

交付金事業の評価課室 香美市教育振興課



別紙

Ⅰ 事業評価総括表 （令和６年度） （単位：円）

Ⅱ. 事業評価個表（令和６年度）

番号 措 置 名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は

間接交付金事業者名

交付金事業に

要した費用
交付金充当額 備 考

１ 地域活性化措置

令和６年度 電源立地地域対策

交付金事業 大豊町保育所運営

事業

大豊町 5,192,000 5,192,000
町総事業費

5,917,500

番号 措置名 交付金事業の名称

１ 地域活性化措置 令和６年度 電源立地地域対策交付金事業 大豊町保育所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 大豊町

交付金事業実施場所 大豊町中村大王 大杉保育所

交付金事業の概要

大豊町内の保育士人件費（保育所１箇所・保育士６名調理師１名）３ヶ月分。

大豊町では第２期大豊町まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき安心して子育てができる環境の充実に向け、就学前教育

・保育環境の充実に努めています。

交付金事業に関係する都道府県

又は市町村の主要政策・施策と

その目標

交付金事業に関係する主要政策・施策

第２期大豊町まち・ひと・しごと創生総合戦略(令和２年度～令和６年度)

基本目標３ 安心して子育てができる環境を充実する

具体的な施策 就学前教育・保育環境の推進

・子育て環境の充実に向けて、保育サービスの質的向上充実を図ります

目標：待機児童ゼロ（入所を希望する児童の保育所受入率※100％）

※保育所受入児童数÷保育所入所希望児童数×100

事業開始年度 令和６年度 事業終了年度 令和６年度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果

目標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

待機児童ゼロ

入所を希望する児童の

保育所受入率：保育所

受入児童数÷保育所入

所希望児童数×100

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度に評価を実施



交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用による保育士の雇用確保により、待機児童ゼロを維持しながら、早朝保育や居残り保育、土曜日保育な

ど、多様なニーズに応じた保育サービスの提供が可能となっております。そのため、働きながら子育てをしている世帯であ

っても、子どもたちを安心して育てることができる環境を充実させることができました。

また本交付金が町立保育所の存続に大きく寄与していることを地域住民に対して周知したことにより、発電施設に対する

地域住民の理解向上を図れました。こういった観点からも、当該交付金事業には十分な成果があったと考えており、今後も

事業を継続したいと考えます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動

指標及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度 令和６年度

保育士・調理員の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期間（月））

活動実績 人月 21 21 21

活動見込 人月 21 21 21

達成度 ％ 100 100 100

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

総事業費 6,664,500円 6,097,500円 5,917,500円 町総事業費 5,917,500円

交付金充当額 5,230,000円 5,188,000円 5,192,000円

うち文部科学省分

うち経済産業省分 5,230,000円 5,188,000円 5,192,000円

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士・調理員人件費 雇用 保育士６名 調理師１名 5,917,500円

交付金事業の担当課室 大豊町 総務課 企画財政班

交付金事業の評価課室 大豊町 総務課 企画財政班




